
○総理を先頭に政府・与党、地方自治体、医療機関等の関係各位のご尽力・連携で、ワクチン接種が進展
・ 7月末までに全市区町村で希望する高齢者への接種完了見通し
・１日１００万回接種の達成

＜進捗 ［出典：内閣官房IT総合戦略室 6/28時点］＞
・高齢者接種：約24％が接種完了 ※約58％が1回目接種済み
・一般接種 ：約18％が1回目接種済み

○国における、緊急包括支援交付金による個別接種促進のための追加支援（11月末までの延長等）、
職域接種に対する新たな支援などに感謝

ワクチン接種に関する都道府県の取組等 全国知事会

○リエゾン職員の派遣 全都道府県から厚生労働省自治体サポートチームに47名の職員を派遣し、
スムーズな国と市区町村との情報伝達に貢献

○都道府県による大規模集団接種 35都道府県が 125会場を設置して実施（予定を含む）
○ワクチン接種完了広報 都道府県別、医療従事者向け接種完了の広報
○医療従事者の確保 市区町村の接種、職域接種への医師、看護師等の紹介・マッチング、派遣等の実施
○ワクチン供給の調整 ファイザー製の市区町村への配分調整
○市区町村・医療機関への助言・業務調整

先進事例の横展開、一般接種における優先順位の高い職域等の例示等
○職域接種への支援 申請サポート、相談窓口の設置、打ち手の紹介・マッチング
○接種の意義・副反応に関する広報

都道府県による接種加速に向けた取組（主なもの）

都道府県として、課題を一つひとつ乗り越えながら、引き続き、国・市区町村・医療機関等
に対して積極的な調整・支援により、ワクチン接種を強力に促進！



〇 第４波では、国は緊急事態宣言を発令し、5,000億円の臨時交付金（事業者支援分）を
創設して3,000億円を先行交付するなど（4月末）、様々な対策を講じてきたことに感謝

→ 各都道府県は、地域の状況に応じて、事業者支援分を活用し、事業継続を支援しつつ、
感染対策の強化につなげており、先行交付分の交付限度額（3,000億円）のうち、
約2,600億円を既に予算計上済み（※１）

○ 残り2,000億円は、制度創設時に「緊急事態宣言終了後の状況等を踏まえ、経済活動の
回復・強靱化に対応するため留保」とされている

→ しかし、同宣言は３度延長され（5/12～、6/1～、6/21～）、まん延防止等重点措置も延長（6/21～）

されるなど、変異株の猛威により、想定以上に全国的に感染が深刻化・長期化
このため、制度創設時の留保の考え方にとらわれず、以下の対応等に必要な財源

（約3,100億円）の確保が急務
・第４波対策で生じた財源不足（※２）への対応
・デルタ株等による次なる感染の波を防ぐ対策

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金(事業者支援分)
の早期追加配分について

全国知事会

留保されている2,000億円の早期配分を！

※２ 4月以降の月次支援金などの事業者支援事業について、先行交付分（3,000億円）
では不足し、都道府県では、2,018億円の一般財源を充当する状況（財源不足）が
発生（6月末時点）

［ R3年5月末時点の調査等］

※１ 6月補正予算の「計上済み」を含み、「計上最終調整中」を含まず。後者を含めた場合は9割超が予算計上済み
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（単位：百万円）

新型コロナ地方創生臨時交付金（事業者支援分）の活用（見込）状況調査（R3年5月末時点）

全国計：571,204
予算計上済額 不足額

大規模施設等への休業要請の協力金（上乗せ等） 52,360 60,361 
月次支援金等（上乗せ・横出し分） 103,868 94,028 
交通・観光・イベントの事業者への支援 17,238 16,023 
その他の事業者支援 31,163 21,986 
第三者認証 30,513 21,409 
ガイドライン対策（見回り活動等） 1,823 13,625 
医療提供体制 8,860 45,271 

検査体制 7,471 26,955 

その他の感染対策 7,346 10,904 
計 260,642 310,562 

○全国計では、
・事業者支援(青系統:大規模施設等への協力金(上乗せ等)、月次支援金等(上乗せ･横出し分)等)が予算計上済額で約８割、不足額で約６割
・感染症対策(赤系統:第三者認証、医療提供体制（医療機関協力金等）等）は、十分に予算計上されておらず、不足額の約４割
○地域ごとでは、以下の財政負担が重くなっている。
・緊急事態宣言実施団体では大規模施設等への協力金（上乗せ等）など
・まん延防止等重点措置実施団体及びその他の団体では月次支援金等や第三者認証など


